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体位の成長と経済発展

明治期山梨県学校身体検査記録の分析＊

斎　藤　修

　計量体格史では徴兵記録に依拠して，経済発展の初期局面における都市化は疾病環境を掩乱し，体
位に負の影響を与えたという「生物学的ペナルティ」の議論がなされてきた．本稿では，（1）成人では

なく児童の体位とその成長を分析対象とし，（2）疾病環境の他に母親の労働および家庭内の生活環境

をも重視して，（3）明治期山梨県の学校身体検査記録を分析する．データを市町村別に地方病の有無

をコントロールして再集計した結果，低年齢の（母親からの累積的な栄養状態を反映する）身長の場合

は，都市が農村より勝っていたが，その後の成長は農村において急であったこと，（カレントな栄養状

態の指標である）BMI水準は全年齢において農村が勝っていたことが明らかとなる．これは，都市化

の疾病環境撹乱効果を再確認すると同時に，農業成長とともに増大した農家女性の労働負担が子供の

体位にマイナスの影響を与えていた結果でもあると解釈される．

はじめに

　健康および衛生水準は生活水準概念の重要な

一構成要素をなす．この点にかんしては，最近

では広く合意ができつつあるようである．国連

が人間開発指標の柱の一つに平均余命を取上げ

たのも，その端的な表現である．

　しかし，人びとの健康状態や社会の衛生環境

を反映しているのは平均余命のような死亡指標

（mortality）のみではない．とりわけ過去の人

口集団を考察の対象とするとき，死亡率と並ん

で人びとの体位データも罹患率（morbidity）や

他の健康指標の背後にある因果連関について貴

重な手がかりを与えてくれる．すなわち，身長，

体重，両者から算出されるBMI（Body　Mass

Index）といった指標群である．これら体位デ

ータの計量的分析はanthropometryと称され，

とくに平均身長の歴史的研究は1970－80年差に

historical　anthropometryあるいはanthro－
pometric　history（計量体格史と訳されている）

という名称で呼ばれるようになった．以来，経

済史家ロバート・フォーゲル，ロデリック・フ

ラウドらがこの分野をリードしてきている．

　この新しい分野における衝撃的な発見事実は，

19世紀中葉の英国およびアメリカ両国におけ

る成人の平均身長の低下であった．英国では一

世代のあいだに6cm，アメリカでは二世代に

わたって4cmもの下落が観察された．この発

展の時代における体位の劣化は，都市化と衛生

環境の悪化を反映していたと解釈され’ている．

日本においてはそのような低下傾向は見出され

ないが，しかし，その伸長を抑止する力が働い

たことは認められている．

　本稿では，死亡率の動向との関連に焦点を当

てて戦前期日本における栄養摂取と体位の変化

を跡づけた前稿（斎藤1989）を受け，健康状態お

よび衛生環境と体位のあいだの関係を探る．健

康状態や衛生環境を構成する要因群のうち
morbidityを反映するものを疾病環境（disease

environment）と呼び，生活環境（労働および他

の生活活動を取りまく環境）から区別すること

にすると，疾病環境と生活環境と体位の関連が

本稿の主題である．

　計量体格史が依拠する資料には大きく分けて

2つある．一つは徴兵検査記録であり，もう一

つは学校・保健所等での身体検査記録である．

これまでの研究の圧倒的多数は前者の記録によ

るものであった．しかし，後者のタイプの資料

群は発育期の児童の体位を示す点で，成人男子

（壮丁）の体位しか分析対象にできない研究とは

異なった問題発見をすることができる．本稿が

利用する資料は後者であり，具体的には明治期

一農業県の学校身体検査記録の検討を通じて，

経済発展の初期段階における都市と農村，地方

病の有無といった対照に反映された疾病環境と

生活環境の違いが，児童の身体的成長にどのよ
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うな影響を与えたかを明らかにする．

1．分析視角

1．1逆U字仮説

経　　済　　研　　究

　経済発展と体位向上の関係が，前者によって

医学および医療技術が進歩し，発展の果実とし

ての所得向上は人びとが進歩の結果としての製

品やサービスを享受することを可能にすると考

えることができれば，話は単純である．実際，

現代のデータで社会階層別，職業階層別あるい

は有業者・失業者別に比較すれば，体位は低所

得者のほうが劣るという観察は得られる
（Eveleth　and　Tanner　1990，　pp．198－202，　Bogin

1999，pp．304－324）．

　しかし，経済発展と呼ばれる現象の真のイン

パクトは階層間の観察からでは十分にわからな

い．たとえば，農業の集約化を考えてみよう．

それが労働強度の上昇を伴っている場合には，

所得の増加と同時に必要カロリー量の増大も随

伴する．工業化が鉱山業の拡大をもたらせば，

その激しい肉体労働と地底での作業環境は従事

する人びとの体力消耗をもたらす．さらに，経

済発展が人びとや物資の往来を活発化させ，都

市化を促進すると，人びとに寄生しうる病原体

との接触頻度は急激に上昇し，疾病ストレスを

増大させる．ひと自体がウイルス等の伝染にと

って宿主の役割を演じ，したがってひとの常住

地は疾病の「常生地」でもあるからである（斎藤

2001）．現代においては都市の所得水準と衛生

環境は農村部を上回っており，したがって都市

居住者の体位のほうが農村部の人びとよりも勝

っているのが一般的である（Eveleth　and　Tan－

ner　1990，　pp．202－203，　Bogin　1999，　pp．297－304）．

しかし，近代の初；期段階における移動率の上昇

と都市化はさまざまな感染症の流行を伴うこと

があった．さらに，それ以外の病原体への接触

も増加させ，罹患頻度を高め，他の事情が一定

であれば死亡率をも上昇させた．同様のメカニ

ズムは都市以外でも発生しうる，集約農業が水

田へ入る回数を増やせば，寄生虫を含むさまざ

まな病原体に接する頻度も高まり，女工が長時

間衛生状態のよくない工場で働き，寄宿舎で生

活をともにすれば結核などの感染症の拡がりを

促す．それゆえ，ネットの栄養状態が経済発展

とともに向上するかどうかは栄養価をめぐるイ

ンチイクとクレイムのあいだの「綱引」に依存

するのであり，経済発展の初期局面ではそのバ

ランスがクレイムに傾く可能性が高い．「生物

学的ペナルティ」である（Steckel　and　Floud

1997，p．433）．事実，英国，アメリカ，日本等8

ヵ国の開発が立上る時期の平均身長の伸びと1

人当りGDP倍率との相関をみるとマイナスで

あり，そのマイナスの関係は都市化との相関に

おいていっそう顕著である．これは開発の疾病

環境撹乱効果が栄養摂取量増大効果を上回って

いたことの証拠と解釈できる（斎藤2001，64－71

頁，とくに図2－2，図2－3）．

　しかし，このプロセスにはもうひとつの側面

がある．病原体に接触した個体は受身ではない．

生体は免疫機構を有していて，抗原が侵入する

と抗体（antibody）をつくりだすことができる．

したがって，初めてある病原体に接した人口集

団の罹患率と死亡率は必然的に高まるけれ，ども，

罹患はしたが死亡にいたらなかった人びとの発

病は，それ以降抑制されることになる．他の事

情に変化がなくとも，その病気による死亡率は

高止りをし，大流行をすることはなくなる．こ

の事実に加えて，発展の結果として人びとの栄

養摂取が改善され，さらに治療法と予防法に進

歩がみられれば，罹患率と死亡率の水準自体が

低下をし始めるであろう．すなわち，インチイ

クが増加する一方で疾病環境に起因するクレイ

ムは減少し，バランスは回復し，ひいてはプラ

スの値をとるようになるはずである．身長デー

タでみても，開発が全国的な現象となった段階

では諸国間に観察される1人当りGDPや都市
化指標との関係は，完全に無相関となることが

確かめられる（斎藤2003近刊，図4一図5）．

　すなわち，経済発展と体位向上を抑制する生

物学的ペナルティとの関係は，所得不平等にか

んするクズネッツ曲線と同様に，逆U字型の

カーヴを描くにちがいない．英米両国で平均伸

長が低下したのも，日本においてその伸長への

抑止力が働いたのも，その第一局面の現象であ

った。

L2　グロスとネット

　体位は通常，身長と体重によって表現される．

しかし，後者は前者によって影響されるので，

その影響をコントロールしたweight－for－

height尺度のひとつであるBMIが使われてい
る．BMIは体重（kg）を身長の二乗（m2）で除し



た値である．

　一般に体位は栄養摂取の関数と考えられてい

る．しかし旧稿でも述べたように，分析的には

グロスの栄養摂取量（nutritional　intake）とネ

ットの栄養状態（nutritional　status）を区別して

考えなければならない．体位を決定するのは，

前者ではなく後者だからである．

　すなわち，体位は，グロスの栄養摂取と摂取

されたカロリー量にたいするクレイムとのあい

だの綱引に依存する．グロスの栄養摂取量は所

得の関数であり，クレイムは　　成長のない状

態では　　生命維持に必要な基礎代謝量（体表

面積に比例する），ウィルス・細菌等への感染

と発病および病気からの回復に必要なカロリー

量，仕事や他の生活活動に必要なカロリー量の

和と表現できる（Bogin　1999，　p．270）．栄養摂

取の改善はそのまま経済発展の成果と考えるこ

とが可能であるが，クレイムを構成する要因に

ついては経済発展との関連が複雑である．とく

に，基礎代謝量は別としても，他の2つのクレ

イム要因との因果関連は相当に複雑である．
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　　　　　れば，BMIの値はそれに応じて上下しうるが，

1．32つの指標
　体位指標としての身長とBMIはどちらもネ
ットの栄養状態の表現であるが，重要な違いも

ある．すなわち，前者は過去の累積効果を反映

し，後者は観察された時点における栄養状態を

表している．この点，フォーゲルが，1993年の

ノーベル経済学賞受賞講演のなかで簡潔に要約

しているので引用しよう．

　「身長とBMIは，栄養不良や健康状態の異な

　つた側面を測定するものである．……成長過

　程における身長変化はその時点（current）に

　おける栄養水準に敏感に反応するが，成人の

　平均身長は，個々人が胎児期から成長期を通

　して体験し累積されてきた（aCCUInulated）栄

　養状態を反映する．したがって，成人死亡率

　の差を説明するために身長が使われる場合，

　それは成人が摂取する栄養水準の死亡率への

　影響だけではなく，乳児期，幼少年期，青年

　期を通しての栄養水準の成人死亡率への影響

　をも明らかにするのである．これにたいして，

　身長当りの体重指数［BMI］はなによりも現

　在時点（current）での栄養状態を表現してい
　る」（Fogel　1994，　pp．374－375）．

いいかえれば，栄養状態を示す値が年々変化す

ひとたび達成された，過去の累積された効果を

反映している成人の身長は変わらないというこ

とにほかならない．さらにつけ加えるならば，

胎児期の栄養状態から影響するということは，

妊娠中の母親の栄養および健康状態も累積され

て子供の体位に影響する．実際，子供が2歳に

なるまでに大部分が決定されているともいう
（Eveleth　and　Tanner　1990，　p．194）．それゆえ，

ある人口集団の平均成人身長にはその人口の歴

史が反映され’ているといってよい．

1．4　発育過程

　フォーゲルらの関心が，主としてこの平均成

人身長（および副次的に成人期のBMI）にある

ことは明らかである．その理由は，成人身長が

過去のさまざまな累積的効果をひとつの尺度で

表現できるところにあるが，同時に，これまで

の歴史体位分析が利用してきた資料は圧倒的に

徴兵関連の記録であったこととも関係する．別

ないい方をすれば，「成長過程における身長変

化はその時点における栄養水準に敏感に反応す

る」ことが事実であるかぎり，成長期の体位は

それ，自体独自の意義をもつ研究領域である．

　児童の発育段階の特徴は年齢とともに，栄養

状態の効果が変わる点であろう．若い年齢は，

胎児期および乳幼児期の栄養状態の累積効果に

強く規定されるが，年を重ねるにつれてその時

点時点における栄養摂取とクレイムの影響が効

いてくる，その効果が劇的に現われたのが戦時

中の体位変化である．1940年代前半における

食糧難が与えた影響は13，14歳でもっとも大

きく，とくに男子の場合に極端な身長低下を示

した．すなわち，インチイクの減少の効果は年

齢にかんして「選択的」であり，最大増加年齢

において強い影響をもった（梅村1988，16－20

頁；木村・萩野・北野1959）．それほど劇的で

はないが，少年期を通じてある病原体や寄生虫

に曝された場合は，成長阻害が起きる可能性が

ある．実際，英国のデータによる1965年標準

成長曲線によれば，同一コウホート内でも分布

の2SDより左側と右側の集団とでは，身長の

最大増加年齢において4歳の差が生ずるという

（Tanner　and　Whitehouse　1976，　p．174）．それ，

は身長および体重の最大増加を示す歳の遅れと

なって現われ，成長曲線の形状が変化をするで
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あろう．すなわち，児童の成長過程は成人体位

よりも多面的な分析が可能であり，身長ととも

に体重データが得られる場合はとくにそうであ

る．「児童の成長率はその児童の健康と栄養状

態を，おそらく他のどの指標よりもよく反映す

る」といわれる所以である（Eveleth　and　Tan－

ner　1990，　p．1）．

　児童の身体が成長する過程の歴史分析は多く

ないが，適当な資料が見つかりさえずれば，乳

児期，幼少年期，青年期における身長の変化や

BMIについての研究もまた興味深い新たな論
点を提示できるにちがいない．実際，学校教育

の場で身体検査が実施されるようになって以降

の時期については，個票ないしはそれに近い性

格の資料発見の可能性が存する．

2．先行研究

　明治初年の体位は低水準であったが，以降，

その後の農業成長，すなわちカロリー供給量の

増大とともに，控えめではあるが順調に伸びた

ことはよく知られているところである（たとえ

ば，速水1973，70－71頁，斎藤1989，348頁）．

　しかし，筆者の前章は以下の3点をも明らか

にした．たしかに徴兵検査時の平均身長は明治

以降に伸びたが，小学生の，とくに低学年の身

長と体重は第一次世界大戦時までほとんど変化

しなかったこと，その体位向上が始まるのは
1920年代からであったこと，そしてこの時系列’

パターンは乳児死亡率の推移パターンと近似し

ていたということである（斎藤1989）．木村邦

彦らはっとに，1894年，1904年，1914年，1924

年コウホート別に6歳から24歳までの成長曲

線を分析して，小学校低学年での体位向上は僅

かである，とくに1914年までのコウホートで

はほとんど上昇がみられないが，最大の年増加

を示す年齢はこの40年間に1歳若くなってい

たことを見出していた（木村・北野1959）．さ

らに遡れば，大正初年に出された陸軍戸山学校

の研究報告は，ヨーロッパの諸事例と比較して

以下のような観察をしていた．第一に，日本の

新生児の身長はヨーロッパより劣るが，「哺乳

期」の発育は良好である（これは母乳哺育のた

めと思われる）．しかし第二に，「学齢に達する

に及で漸く其の歩を止め更に発情期に至り大に

彼［ヨーロッパ］に劣るものあり　而して尚其れ

以後の発育は邦人の頓に其の発育を停止するに

反し和人の尚ほ発育を持続し遂に挽回すべから

ざる彼我の懸隔を生ずるに至る」，と（陸軍戸山

学校1914，98－100頁）．これらの発見と解釈は

筆者の観察を含めてすべて，明治年間における

成長曲線の傾きが緩やかであったことを示唆し

ている

　体位の向上を抑止した要因としてあげられる

のは，第一に欧米の研究が指摘している都市化

である．日本の場合には，それが「文明開化」

と結びついて現われたことも影響したであろう．

しかし，鈍い体位向上への動きと乳幼児死亡率

の下げ止り傾向のすべてが都市化によって説明

できるわけではない．明らかに農村的要因も介

在していた．筆者は別稿において，長期的にみ

ると農家女性の労働負担は農業集約化とともに

増加したことを示し，それが，妊婦が出産直前

まで労働をし，産後もすぐに家事労働を始める

という生活習慣と相侯って，「母性の健康」と

「乳児の死亡率と体位」に悪い影響を及ぼした

のではないかと示唆した（斎藤1991，1992，

Saito　1996a）．両者はいずれもクレイム要因で

あるが，それらとインチイクとの綱引の結果が

なぜ児童と成人では異なって現れたのかについ

ては問題提起にとどまった．

　残念ながら，その問題提起を受けた研究は現

われていない．ただ，注目に値する観察結果が

まったくなかったわけではなく，それらは問題

の異なった側面に光をあてると同時に，新たな

疑問をも提起している．

　最初に，テッド・シェイが描きだした府県別

の平均身長の水準と変化をみよう．1896年の

徴兵検査記録によれば，東北地方は近畿諸県と

並んで平均身長157cm以上の相対的に高い地
域に属していた．逆に155cm以下のもっとも

低い地域は，東京を含む東関東から新潟と，瀬

戸内海沿岸のいくつかの県であった．それが約

40年後の1937年には，近畿地方の優位は変わ

らないものの，東北地方はむしろ平均159cm

以下の相対的に低い地域となってしまった．他

方，19世紀末にはもっとも平均身長が低い府県

のひとつであった東京が，大阪・神戸，さらに

は瀬戸内から北九州とともに，もっとも身長の

高い161cm以上のグループに入った．都鄙の

関係としてみると，1890年代には都市化の進展

した地域から遠いところで平均身長が高水準で

あったのが，1930年代にはその関係が逆転して
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いたのである（Shay　1994）．同様の「逆転」現

象は死亡率と都市化のあいだにも見出されてお

り（Johanssen　and　Mosk　1987），興味深いパタ

ーンの一致がみられる．開発の立上りの時代に

おいては，人口輻榛の地から遠いところほど罹

患ハザードが小さいという要因が所得効果より

も大きな影響をもっていたが，第一次世界大戦

後，都市化が進み開発の成果が全国に行きわた

り始めると，東北と東京のあいだに観察された

関係は逆転したと解釈してよいであろう．それ

ゆえ，第一次世界大戦前の時代における都市化

の負の効果は確認された．

　次に，農業の役割について新たな問題点が浮

かび上がってきた．都市化は非農業化を伴って

いたので，これは所得の低い農業県で壮丁の平

均身長は高く，都市化の進んだ所得の高い府県

で低かったことを意味すると読めないことはな

い．しかし，農家女性の労働負担増加にかんす

る筆者の想定は，この解釈と整合的でない．事

実，1930年時点で有業者のうち60％以上が農

業に従事していたところを農業県として19世

紀末の府県別統計を再分類すると，農業県は非

農業化が進んだ府県よりも平均身長で劣ってお

り，その後，非農業県との格差が拡大した
（Honda　1997，　p．275）．また，所得の効果とし

てみると，カール・モスクが文部省統計を使っ

て児童の身長・体重・BMIの時系列分析を試

みているが，戦前期にかんするかぎり栄養摂取

を反映した変数は効いておらず，他方，下間期

の農業県における壮丁を対象としたクロスセク

ション分析では，所得の効果はマイナスである．

それゆえ，農家所得が高い県では徴兵検査時の

身長とBMIは低かったと読みかえてよいであ
ろう（Mosk　1996，　chs．2and　5）．

　けれども，その同じモスクのクロスセクショ

ン分析は，所得とは独立に入れられた水田耕作

の割合がプラスの回帰係数を示しているのであ

る．すなわち，水田農業の効果は体位にたいし

て正とも解釈できる．事実，陸軍戸山学校の研

究報告によれば，「農業漁業等に従事せるも

の㌧体格は本邦人中に減て最も優越せることは

一般に之れを認むべく之れに反して坐業者なる

商店の奉公人の如きは一見劣等の体質多しと

す」といわれ，ていた（陸軍戸山学校1914，160

頁）．ただ，戸山学校の報告書が実際に比較し

ているのも厳密な意味で職業別ではなく，神奈
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川県および桑名連隊区における徴兵検査記録を

労働の形態で分類して，「立業者」の平均身長が

「坐業老」および「雑業者」のそれよりも勝って

いたということであった（同，163－165頁）．ゲ

イル・ホンダが一村の徴兵検査記録個票を分析

した結果によれば，壮丁の身長は，家族内での

地位（長男か次三男か），職業選択（家業の農業

か商工業か），移動と居住（農村在住か都市への

移動か）などによって影響をうけていたことが

わかる（Honda　1996）．これらは相互に無関係

ではなく，所得水準まで含めて考えるとかなり

複雑な要因連関があったことを窺わせる．

　ホンダのあげる3つの要因のうち，前二老に

ついては個票レベルのデータがないと立入った

解明は難しい．そこに所得変数を加えた詳細な

分析は，筆者にとっても今後の課題である．こ

れにたいして，最後の要因は市町村レベルの統

計が得られれば分析不可能ではない．市部と郡

部，町と村との正確な比較ができれば，モスク

の分析結果における一見したところの矛盾の解

明にもつながる．また前稿から残された課題は，

壮丁検査記録では難しいが，発育期の児童の体

位を丁寧に分析すれば解明可能である．本稿は，

山梨という一年の事例ではあるが，まさにこの

市町村レベルにおける児童の体位成長統計を提

示して，検討することになるであろう．

3．仮説

　本稿の目的は，したがって，児童の発育期に

焦点をあて，第一次世界大戦前の山梨県におい

て市町村カテゴリー別に身長およびBMIの成

長曲線がどのような水準にあり，またどのよう

な傾きを示していたかを明らかにすることであ

る．

　すでにみたように，児童の体位成長にみられ

る市町村別の比較にかんしては，都市一町軒間

における所得と食糧調達力，女性の生活環境と

労働負担，疾病環境の相違が説明要因である．

しかし，前節のサーヴェイから，都市一農村間の

疾病環境の違いは，両者のあいだに存在したで

あろう所得格差の効果より大であったと想定さ

れる．すなわち，カレントな栄養状態は都市の

ほうが劣っていた可能性が高い．それは，都市

における児童の成長を抑制する方向に作用した

であろう．他方，長期的にみると，農村におけ

る女性の労働負担が高まったという事実は，低
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年齢の児童の身長水準を低位にとどめる効果を

もつ．それゆえ，

　（1）小学校低学年においては，母親からの累

　　積的な栄養状態を反映する平均身長の場合，

　　都市のほうが農村よりも勝っていたが，そ

　　の後の成長曲線は農村のほうが勾配が急で

　　あった．ただし，調査時点の栄養状態の指

　　標であるBMIでは，すべての年齢におい

　　て農村の方が勝っていた可能性がある

という想定がなりたつ．

　これが，本稿の基本仮説である．ただし，こ

れ’を山梨県下の市町村データに適用する場合に

は，地方病，すなわちジストマの一種である日

本住血吸虫症（S6雇8’OSO挽α勿0η加〃Z）の存在

を無視することができない．この病気は，亜種

のメコン型とともに，メコン流域揚子江流域
華南の諸地域，フィリピン，そして日本と広く

分布する．いずれも大小のデルタに根をおろし

た疾病である（Farley　1993）．現在では低開発

国の貧しい農村地帯でみられる深刻な風土病と

看なされがちであるが，歴史地理的にみると，

むしろ豊かな水田農村に固有の疾病である．事

実，山梨県下では水田反当収量の高い甲府盆地

の農村が有黒地であった．

　それゆえ，山梨県の郡部町村も有病地と無病

地に区分しなければならない．有病地である甲

府盆地の農家所得水準が甲府市内の所得水準と

比較して高かったのか低かったのかは判断でき

ないが，仮に低かったとしても，通常考えられ

る都市一農村間の所得差よりも小さかったので

はないかと思われる．しかし，住血吸虫症は致

死率（case　fatality）はけっして高くないが，重

大な発育障害を引起こす病気であった．典型的

には，児童のときに水田や小川にはいることに

よって感染し，体内に寄生した吸虫によって肝

臓肥大が進行する．結果として，有病地域の児

童の発育は阻害され，知能の発達にも影響が及

んだ．そして，その負の効果は，女子よりも男

子において顕著であった（斎藤2001，59－61頁）．

それゆえ，有病地農村におけるインチイクは，

無病地農村の場合より高水準であったかもしれ

ないが，疾病からくるクレイムが非常に大きく，

したがって，

　（2）有病地町村における身長の成長曲線は，

　　最初の水準は無病地町村の場合と同じく低

　　位であり，またBMIの水準はすべての年
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齢を通じて劣っていた．さらに，身長の成

長曲線の傾きは，市部の場合に近似して緩

やかであった．とくに，男子の場合にそう

であった

と予想される．

　ところで，甲府市内には2種類の小学校が存

在していた．師範学校附属と甲府市立の尋常・

高等小学校である．前者に通う児童の親は平均

的な甲府市住民よりも裕福であったであろうか

ら，これら2つの学校における児童の成長曲線

に違いがみられれば，それは所得効果を反映し

ていたであろう．それゆえ，

　（3）師範学校附属の児童のBMI成長曲線は

　　市立校の児童のそれよりも高水準にあり，

　　身長の成長曲線は急勾配を示した

と思われる．

　最後に，郡部には町制が施行された町が存在

する．その大部分は無病地域に属していたので，

無病地町村をさらに町と村に区分する．人口規

模は甲府市と比較にならないので人口集住効果

の絶対値は大きくなかったかもしれないが，効

果の方向という点では基本的に同じであったと

考えられる．したがって，

　（4）地方病が存在しない郡部の町に住む児童

　　のBMI成長曲線は，同じ無病地の村の児
　　童よりも低水準であり，身長の成長曲線は

　　緩やかであった

と想定される．

　以下，これらの仮説が正しいかどうかを検討
する．

4．資料と背景

4．1資料
　本稿が依拠する資料は，山梨県の「明治35－

39年度生徒身体検査統計表」と題された県下の

諸学校からの報告綴である．県立諸学校は学校

より直接，市町村立の諸学校は市役所および郡

役所を通じて提出されており，明治35年4月，

10月，明治36年4月，10月，明治37年4月，

明治38年4月，明治39年4月調査の結果表が
残存している．統一的な学校身体検査制度は，

文部省が1900（明治33）年に学校衛生課を設置，

同年省令を発して，直轄校だけではなく全国の

市町村立校にも実施を義務づけたことにより始

まった．ただ，日露戦争後は財政難もあり，

1905（明治35）年には学校衛生課が廃止され，
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年々の検査をきちんと実施しないところが増え

たという（山本1999，32－34頁）．山梨県庁文書

庫に残された綴が明治35年から同39年までで

あるのは，おそらくこうした事情を反映してい

るのであろう．

　この検査結果の全国集計値は1900年度から

公表されていて前壷でも利用したが，明治期の

都道府県別表はなく，市郡部別表は戦前期を通

じて存在しない．それゆえ市町村別の集計が可

能な山梨県の資料は貴重である．そこで，山梨

県史編纂委員会ではこれをデータベース化し，

r山梨県史』（資料編18）の付録CD・ROMに収録

した．本稿はこのデータベース版を使用する．

　このデータベースには，県師範学校や南都留

郡組合立染織学校から村立の尋常小学校まで，

年齢では数え年6歳から29歳までの生徒・学

生・講習生の身体検査結果が含まれている．し

かし，当時の中学校進学率は非常に低いため

14，15歳を過ぎると検査人員数が急激に少なく

なる．また数え年6歳での入学はまったくの例

外なので，年齢別人口の全体像を相対的によく

反映すると思われる，数え年7歳から14歳ま

での小学校在学生（高等科を含む）に絞って考察

を進める．

　対象期間中，学校の分立や合併がしばしば行

われた．典型的な例は甲府市立尋常高等小学校

で，明治36年目は尋常科が第一，第二，第三，

第四に分かれ，第一のみが尋常高等小学校とな

った．また，中巨摩郡の大里尋常高等小学校は，

明治39年に大里尋常小学校となり，高等科は

名称が変わり大鎌田高等小学校となった．これ

らはいずれも一つの学校として扱うことにする．

次に学校の所在地と市町村との対応であるが，

当時は甲府市を別としても，一町村一学校とは

かぎらなかった．西山梨郡の清田・国里村のよ

うに2村で一校を設置したり，3村からなる組

合村で一校という場合が少なからずあった．そ

の場合，学校名が村名とは別個につけられてい

たりして同定は容易でなかったが，利用可能な

学校沿革表（淺川1993）を参考にしながら作業

を行った．

　5年の対象期間中すべての報告書が揃う学校

は必ずしも多くない．さらに，学校ごとにみる

と一回の検査児童数もけっして多くない．年齢

にもよるが，児童数が10を下回ることは珍し

くない．そこで，5年のうち4年分の報告書が

表1．山梨県下学校身体検査記録の地理的分布，

　　1902－6年
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市郡名 学校数 市町村数 市町数 有病地校

甲府市 2 1／1 1 2／2

東山梨郡 3 7／29 1 0

西山梨郡 6 10／12 0 5／6

東八代郡 　
一／31 一 一

心八代郡 3 3／22 1 0

南巨摩郡 13 16／23 1 1／13

中巨摩郡 12 18／41 0 10／12

北巨摩郡 15 18／42 1 2／15

南都留郡 1 1／24 0 0

北都留郡 3 3／18 1 0

　　注）学校の同定は淺川（1993）に，有病地は1925年

　　　の「日本住血吸虫病目病地域の指定」による．

揃う学校のみを対象とすることとした．このよ

うにして得られた集計対象の学校数と対応市町

村数は表1に示されている．表中の市町村一面

から判断すると，市郡別のカバレッジは非常に

不均等である．東八代郡の学校は一つも含まれ

ていない．これは上記の措置によってサンプル

から外れたのではなく，ほとんどがもともとの

心中に報告書が存在しなかったケースである．

すなわち，「生徒身体検査統計表」綴は網羅的な

資料ではない．その理由が学校側にあるのか，

県庁側にあるのかは不明である．当時の状況か

らして，身体検査を実施することに多大の困難

が伴ったことは想燥できる．しかし，師範学校

附属ですら明治36年4月の女子科の報告書が
欠けているところをみると，責任の一端が資料

保管者側にあった可能性は高い．

　なお，表1中の「町」は勝沼，市川大門，鰍

沢，韮崎，上野原である．韮崎を除きすべて，

1925（大正15）年に県が日本住血吸虫症の有病

地と指定した地域外であった．また，「有病地

校」とは有病地域指定を受けた市町村にある小

学校の数である．

　報告書中，各学校の身長・体重は性別・年齢

別の平均値で与えられている．そこで，その各

年度の平均値を検査児童数で加重平均して，当

該学校の対象期間値とする．この際，4月検査

の結果のみを利用し，10月検査は採用しなかっ

た．サンプル数を増やすために同一年度中の検

査結果を含めることは，平均値の計算にバイア

スを生ぜしめるからである．

4．2歴史的背景
　山梨は養蚕製糸県の一つである．養蚕農家は

」
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一貫して増加し，器械製糸も少なからぬ生産量

を誇っていた．甲府盆地の米作反当収量は全国

でも上位にあり，明治の山梨が貧しい農業県だ

ったとはいい難い（佐藤1987）．他方，壮丁検査

結果からみると低身長の県であった．対象期間

中における山梨県壮丁の平均身長は156cm前

後，順位は低いほうから3番目だったのである
（Shay　1994，　p．191）．

　ここで，この時代の教育史的背景に触れてお

きたい．全国的な学校身体検査が始まった
1900（明治33）年は，義務教育制度確立という点

からも画期となった．小学校令が全面改正され，

尋常小学校の修業年限を4年とし，全国共通の

義務教育4年の制度が成立した．同時に市町村

立小学校教育費国庫補助法が制定されて，義務

教育である公立の小学校では授業料を徴収しな

いことが原則となった．授業料無料の措置は就

学率を高めただけではなく，義務教育年限の修

了率を上昇させた．当時の義務教育とは，数え

年7歳から4年間の就学義務を課したのではな

く，学齢期間中に4年間教育を受ければよいと

いう制度であったので，後の検査児童数の表か

らもわかるように7歳から14歳のあいだに在

i籍児童の数は広く分布している．低就学率・低

修了率は下層世帯の児童の低受検率を意味した

が，授業料無料化にともなって，身体検査を受

けた児童の集団が当時の学齢人口をかなりよく

反映するようになっていたということは重要な

事実である．

　ただし，女子については留保が必要である．

明治を通じて，女子の就学率と修了率の改善は

たえず男子に遅れをとっていた．したがって，

義務教育年限を6年に延長した1907（明治40）

年以前であっても，子守奉公などのために，10

歳あたりから上の年齢では小学校在籍者の数が

急速に減少した．もっとも，明治日本が比較史

的にみて，それほど児童労働使用的でなかった

ことは注記に値するが，女子の年齢カーヴにつ

いての解釈には慎重さが求められよう（以上，

文部省1972，294－296頁，清川1992，土方
1994，第4章，Saito　1996b）．

5．集計と結果

　以上のように整理された学校ごとの身長およ

びBMI値を，以下の基準で集計する．まず，

対応する市町村を，（A）甲府市，（B）郡部の有

病地指定を受けた町村，（C）郡部無病地町村に

区分し，次いで，甲府市を（A．1）師範学校附属

表2．市町村カテゴリー別検査児童数

師範附属　甲府小　甲府計　　郡部 郡部計　　総計

有病地　無病地

町　　　村

年齢
（1）

　　（1）十（2）　　　　　　　　（6）十（7）　　　　　　　　　　　　　　　（4）十（5｝　（3）十（8）

（2）　　　　　（3）　　　　　（4）　　　　　（5）　　　　　（6）　　　　　（7）　　　　　（8）　　　　　（9）

男子

　7
　8
　9

10

11

12

13

14

計

158　　　　1063　　　　1221　　　2629

162　　　　1142　　　　1304　　　　3048

161　　　1014　　　1175　　　2906

133　　　　1094　　　　1227　　　　2978

129　　　　1006　　　　1135　　　　2701

138　　　　766　　　　904　　　　2098

122　　　　610　　　　732　　　　1440

47　　　　326　　　　373　　　　884

1050　　　　7021　　　　8071　　　18684

4144　　　　493　　　　3651　　　6773　　　　7994

4515　　　　554　　　3961　　　7563　　　8867

4575　　　　590　　　　3985　　　　7481　　　8656

4479　　　　629　　　　3850　　　　7457　　　　8684

3963　　　　616　　　3347　　　6664　　　7799

3177　　　　569　　　　2608　　　　5275　　　6179

2604　　　　488　　　　2116　　　　4044　　　　4776

1557　　　　279　　　　1278　　　　2441　　　2814

29014　　　4218　　　24796　　　47698　　　55769

女子

　7
　8
　9
　10

11

12

13

14

計

130

135

116

96

97

94

41

29

738

1234

1338

1234

1143

744

568

430

250

6941

1364

1473

1350

1239

841

662

471

279

7679

2086

2384

2159

1928

1369

849

510

233

11518

3851

3870

3495

3026

2045

1243

799

446

18775

503

544

558

473

370

253

194

87

2982

3078

3326

2937

2553

1675

990

605

359

15523

5937

6254

5654

4954

3414

2092

1309

679

30293

7301

7727

7004

6193

4255

2754

1780

958

37972

合計 1788　　　13962　　　15750　　　30202　　　47789　　　　7200　　　40319　　　77991　　　93741
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表3．市町村カテゴリー別体位統計

年齢（A）甲府市 （B）郡部有病地　（C）郡部無病地

身長　BMI　身長 BMI 身長　BMI　身長 BMI

師範附属甲府小師範附属甲府小 町　　　農村 町　　農村

男子

　7　　　106．8　　　14．9　　　109、2　　　106．4

　8　　110．6　　　14，9　　　112．6　　　110．3

　9　　114．8　　　15．1　　　116．3　　　114．6

　10　　　117．5　　　15．0　　　120．5　　　117．2

　11　　　122．8　　　15．2　　　124．0　　　122．7

　12　　　128．3　　　15．7　　　127，2　　　128．5

　13　　131．5　　　15．8　　　132，9　　　131．2

　14　　134．5　　　15．9　　　135．9　　　1343

14．3　　　　15．0

149　　　　14．9

14．9　　　　152

15．5　　　　14．9

15．6　　　　15．2

16．2　　　　15．6

15．5　　　　15．9

16．5　　　　15．8

104．7

109．0

112．9

117、2

121．5

124．9

129．2

132．8

15．2

15．1

15．3

15．5

15．7

16．1

16．3

16．5

104．9　　　107．2

109．4　　　110．5

1135　　　1129

118，2　　　118．8

122．7　　　123．7

126．9　　　128．0

130．2　　　130．4

134．3　　　134．3

104，6

109．2

113．6

118．1

122．5

126．7

130．2

134．2

15．5　　15．3　　15．6

15．5　　15．4　　15．5

15．8　　16．2　　15．8

15．7　　15．9　　15．7

16．1　　16．2　　16．O

16．2　　16．3　　16．1

16．5　　16．2　　16，6

17．0　　17．2　　17．0

女子

　7　　106．0　　　15．O　　　lO5，4　　　106．0

　8　　　109，7　　　14．3　　　109．3　　　109．7

　9113．1152113．8113ユ
　10　　115．5　　　16．3　　　117．0　　　115．4

　11　　123．2　　　15．1　　　122．6　　　123．3

　12　　　126．0　　　16．2　　　129．2　　　125．5

　13　　　128．4　　　18．3　　　131．7　　　128．1

　14　　　136．5　　　17．9　　　136．4　　　136．5

15．2　　　　15．0

14．9　　　　14．2

14．8　　　　15．2

15．0　　　　16．5

15．0　　　　15．1

15，2　　　　16．4

16．0　　　　18．5

17．0　　　　18．0

103．9

107．6

112．0

116．2

120．3

124．9

129．8

134．3

14．8

14．9

15．1

15．3

15．6

16．0

16．5

17．0

103．8　　　104．0

107．9　　　107．7

112．6　　　112．7

117ユ　　　 116．5

121．2　　　121．6

126．0　　　125．8

130．9　　　130．7

135．3　　　134．7

103．8

107．9

112．6

117．2

121．1

125．7

130．9

135．4

15．3　　15．5　　15．3

15．2　　15．4　　15．2

15．4　　15，4　　15．4

15．6　　15．7　　15．5

15．8　　15．8　　15．8

16．2　　16．3　　16．1

16．7　　16．8　　16．7

17．4　　17．5　　17．4

と（A．2）市立小学校に，郡部無病地域を（C．1）

町と（C．2）村に区分する．そして，性別・年齢別

に検査児童数によって加重平均をとるのである．

　このように区分された地域別の集計結果を検

討する前に，年齢ごとの検査児童数をみておく

（表2）．総計の欄をみると，一貫目て男子生徒

数が女子生徒数を上回っていて，その差は11

140

男子

歳以降ますます拡大していた．就学率，修了率，

高等科進学率における男女差を反映していたと

みてよいであろう．ただし，甲府市では，最初

の4年間にかんするかぎり女子数のほうが少な

いということはなかった．また，郡部の町でも

7歳では同様で，8歳からは男子数を下回るが，．

3年間はそれほど大きな差が生じていない．こ

130

暮120

110

100
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図1．身長の成長曲線：市部，郡部有病地，郡部無病地
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表4．要約表：明治期山梨県における児童の体位変化（7歳から14歳）

身長（cm） BMI

甲府 郡部 甲府 郡部

有病地 無病地 有病地 無病地

男子

7歳時甲府との差 一2．1 一1．9 十〇．3 十〇．6

増加

7－12歳 21．5 20．2 22．0 0．8 0．9 07
7－14歳 27．7 28．1 29．4 1．0 1．3 1．5

女子

7歳時甲府との差 一2．1 一2．2 一〇．2 十〇．3

増加

7－12歳 20．0 21．0 22．2 1．2 1．2 0．3

7－14歳 305 30．4 31．5 2．9 2．2 0．9

資料〉表3．

れは，義務教育期間が終わるのを待たずに仕事

に就く傾向が農村の女子に顕著な現象であった

ことを示唆し，前節で述べた懸念を裏書する．

　この点に留意しながら，性・年齢別の身長お

よびBMI値をみてゆきたい（表3，図1一図6）．

　最初に，市郡部，有隔地・無病地別の成長曲

線を比較する．図1から，男女とも，市部にお

ける7歳時の身長は郡部よりも約2cm勝って

いたことがわかる．しかし歳とともに，郡部無

病地との差は縮小し，14歳時にはほとんど同じ

身長となった．また，図2は，カレントな栄養

状態を反映するBMIが，男子の場合，7歳時で

すでに市部のほうが劣っていて，14歳までのあ

いだにその差は拡大したことを示す．もっとも，

甲府市の女子の身長およびBMI曲線には理由

のはっきりしない波動がみられるため，男子の

場合のようにパターンは明瞭でない．しかし身

長にかんするかぎり，郡部無病地における成長

曲線の勾配のほうが急であったことは疑いない．

さらに郡部有病地の身長曲線は，同じ郡部の無

病地域と同一水準から出発したが，その後の伸

びが鈍く，BMI曲線の水準はすべての年齢に

おいて劣っていたことが明らかである．これは

男女双方についていえるが，カレントな栄養状

態を悪化させる効果は男子においてより強く働

いていた．以上の要約として，表4を掲げる．

ここからも，仮説の（1）と（2）は一市部の女子

にかんして若干不明な点が残るものの　　立証

されたことが読みとれる．

　次に甲府市内の小学校間の比較をしよう．こ

れは，疾病環境の影響をコントロールしたうえ

で親の所得水準の効果をみることである．図3
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図3．身長の成長曲線：師範学校附属と市立小学校
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と図4は，男子の場合，身長はほぼ一貫して師

範附属のほうが高く，BMI曲線では勾配が急
であったことを示す．すなわち，仮説（3）どお

りの結果であるが，女子については必ずしも明

瞭なパターンが得られない．サンプルサイズの

問題か，女子にかんしては所得の高い親が師範

附属に通わせたという仮定が正しくないか，あ

るいは他に理由があったのかは不明である．

　最後に，郡部無病地域を町と村にわけて観察

する．これは，規模の小さな人口密集地でも市

9 11 13

年齢

部と同様の効果がみられ，たかどうかを確認する

ことである．図5と図6からは，男女の身長に

かんしては仮説（4）と矛盾しない結果が読みと

れる．すなわち，農村の7歳児は身長で劣るが，

その後の伸びは順調であった．もっとも，女子

の場合にはその効果が非常に小さく，また

BMIにかんしては明瞭な相違が観察されてい
ない．

　以上，仮説（3）（4）にかんして多少の留保の必

要はあるが，全体としては第3節で提示した仮
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説は実証されたといってよいであろう．

6．結論と含意

　明治時代はグロスの栄養摂取量が増加してい

たにもかかわらず，国民の体位向上は十分でな

く，とくに児童の成長を抑制する力が働いてい

た．土間期にかけて成人の体位向上がまず起こ

り，遅れて児童の発育に改善がみられるように

なったが，本稿での発見事実はその背後にある

要因についての議論に深みと拡がりを与える．

9 11 13

年齢

いたことが明瞭となった．

前稿で示唆したことであったが，

つく観察は初めてである．いままでの計量体格

史研究においては疾病環境に起因するクレイム

に主要な注意が払われてきたが，少なくとも日

本のような小農社会においては，家事をも含め

た労働の時間と強度という生活環境に由来する

クレイム要因も無視できない重要性をもってい

たのである．

　第三に，農村部における児童の成長曲線は市

　第一に，都市化にかん

するこれまでの議論が確

認された．発展が立上っ

た明治町における都市部

の疾病環境は欧米諸国と

同様に劣悪だったのであ

り，それは疾病環境から

くるクレイムの増大をと

おして児童の体位成長を

抑える働きをした．ただ，

ここで都市化の影響とい

うとき，必ずしもスラム

のような劣悪な居住環境

のことのみを考えている

わけではない．都市への

人口集中と同時に，人び

とや物資の往来が活発と

なったために増大した病

原体への接触と罹病（す

なわちexposure）の危険

性も重要な要因であった．

したがって，生物学的ペ

ナルティは，鉄道敷設が

進展し，旧幕時代とは異

なった交通網が生成・拡

大していた明治期にとく

に顕著に現われたのであ
る．

　第二に，小学校低学年

の児童における身長の観

察から，農業成長ととも

に増大した農家女性の労

働負担と家庭内の生活環

境が母性の栄養状態を通

して子供の体位にマイナ

スの累積的影響を与えて

　　この因果関連自体は

　　　　　データにもと
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表5．比較＝山梨県児童のBMIと全国値およびWHO標準

山梨県郡部無病地のBMIの全国値／標準値との差
幽

満年齢
男子 女子

1902年 1990年 WHO標準 1902年 1990年 WHO標準
全国的 全国値 （中位値） 全国値 全国値 （中位値）

6 0．2 一〇2 0．2 一〇．4

7 0．1 一〇5 0 一〇．7

8 0．2 一〇．8 0 一1．0

9 一〇．1 一1．4 一〇．5 一〇，2 一1．3 一〇．7

10 一〇．1 一1．6 一〇．6 一〇，1 一1．7 一1．2

11 一〇．2 一2ユ 一1．1 一〇．3 一2．1 一1．5

12 一〇．1 一2．4 一1。4 一〇．2 一2．4 一1．7

13 一〇．3 一3．8 一1．5 一〇．4 一2．5 一1．6

資料：文部省『平成2年度体力・運動能力調査報告書』参考資料5，WHO
　　（1995），Tables　A3．4・A3．5，および本稿表3。

部のそれよりも急な勾配をもっていた．そのこ

と自体が何の反映であったのかは今後の実証を

侯たねばならないが，疾病常生地の都市から空

間的に隔っていたということの結果である可能

性は否定できない．農村居住の，あるいは農業

に従事する成人男子（壮丁）の体位を観察してい

る場合には，このプラスの効果と農業労働に起

因するマイナス効果とが混在するゆえに，これ

までの研究では一見したところ矛盾する解釈が

与えられてきたのであろう．

　しかし，疾病常生地である都市から隔たって

いて，地方病に悩まされることもなかった明治

期山梨県農村部の児童も比較の文脈においてみ

ると，そのカレントな栄養状態は必ずしも良好

とはいえなかったようである．表5は，郡部無

病地のBMIを当時の全国値と現在の全国値お

よび世界保健機関（WHO）の標準表と比較して

いる．彼らが現代日本の児童より劣っていて，

歳とともにその差が拡大していたこと自体は必

ずしも驚くに値しないが，WHO標準に照らし

てみても，彼らのBMI曲線は緩やかにしか上

昇していなかった．さらに同時代の全国値と比

較しても，6歳から9歳（数え年で7歳から9
歳）のあいだは平均以上であったのが，それ以

降の年齢になると平均値を下回るようになった

ことがわかる．すなわち，若干の成長不全の傾

向があった．所得効果自体は正であったと思わ

れるので，これは山梨農村の貧しさを表現して

いたといえなくもない．他方，都市からの隔絶

の度合が不十分であったという可能性も考えら

れる．本稿が依拠した資料から判断することは

できないが，明治の山梨が養蚕製糸業発展の中

心地の一つであったことを想起すれば，おそら
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く後者の解釈が妥当であろう．

　以上の結論は横断面の観察にもと

づいていた．しかしそこからでも，

その後に生じた変化にたいして若干

の含意を引出すことはできる．第一

に，まず変化したのは都市における

成長曲線の傾きであったにちがいな

い．都市化によって人びとが病原体

に曝される頻度（すなわちexpo－

sure）が増したこと自体は，彼らの

身体がもつ免疫機構（すなわち
resistance）の発動を促した．すで

に述べたように，農村から初めて都

会へ出てきた人びとの罹患率と死亡率は高いけ

れども，罹患はしたが死亡にいたらなかった人

たちには免疫が備わる．したがって，他の事情

に変化がなくても，生物学的ペナルティは小さ

くなってゆくであろう．それと同時に都市の上

下水道の整備，医療施設の改善が進めば，都市

の疾病環境は目にみえてよくなっていったはず

である．その児童の成長曲線への効果は，勾配

がきつくなるという変化であった．

　第二に，農村における労働と生活環境の負の

影響が低減し始めるのには，時間がかかったと

思われる．それに加えて，多くの農村部では

exposureの増大が観察された可能性がある．

いずれがより重要であったかはわからないが，’

両者ともに農村部における児童の成長曲線の上

方への変位を遅らせる要因であった．それゆえ，

明治末年からしばらくは都市一農村間の関係を

逆転させる力が働いたのである．

　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）

　注

　＊　本稿で依拠するデータベースの利用にかんして

山梨県史編纂委員会事務局の方々から多大のご配慮を

いただいた．また，膨大な量の資料整理を担当したの

は田中美穂子さんである．記して謝意を表したい．

　　　　　　　　　資料

文部省『平成2年度体力・運動能力調査報告書』（文部

　省体育局，1991年）．

山梨県地方病予防撲滅期成組合「日本住血吸虫病有病

　地域の指定」（大正14年）山梨地方病撲滅協会編『地

　方病とのたたかい』（山梨地方病撲滅協会，1977年

　刊），241頁に収録．

山梨県「明治35－39年度生徒身体検査統計表」『山梨県
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史』資料編18（近現代5），付録CD－ROM（山梨県，

2003年）所収．
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